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Iは じめに

経営経済学(Beriebswirtschaftslehre)は 、企業経済現象の構造と機能を研究対象 とするもので

ある。この企業経済現象のうちの経営現象を対象とする学問が経営学(Betriebslehre)で あると

すれば、計算現象を研究するものが会計学(Rechnungswesen)で あるといってよいであろ う。

一般に、わが国においては、経営学 と会計学の関係について、二つに類型されている。その類

型は、例えば、青木茂男氏によれば、経営学の部分 として会計学をとらえる見方と、会計学を経

営学か ら切 り離 して独立 した学問領域と見倣す見方である1)。前者は、 ドイツ経営学の見方であ

り、後者は、アメリカにおける経営学と会計学の関係の取 り扱い方である。さらに戦後の日本で

は、経営学 と会計学 とは、一応分離され1)、ているとする。次に双方学科の関係について、 ドイツ

の見方に限定して見ると、別の論者、中村忠氏は、 ドイツでは、会計学に相当するBilanzlehreは、

経営経済学の一領域とされている2)、とするのである。山本安次郎氏によれば、 ドイツでは、会計

学は自律性をもつ よりはむしろ経営学の一部門と考えられている3)、とする。また斉藤隆夫氏は、

ドイツでは、経営学を総合的に考察し、その中に会計学を位置づけるのがもっとも正 しい方法で

あると思われる4)、としている。

これら四氏の認識に見られるように、 ドイツの会計学=計 算制度論は、経営学(正 しくは経営

経済学)の 領域に含まれ、両学科には不可分の関係のあることが指摘されている。しかし、 ドイ

ツ計算制度論の枠組の内的関連については、特定学説研究5)を別 とすれば、全体 として必ず しも

十分解明されていないのである。実際には、 ドイツの経営組織が計算制度論を必要 とし、さらに

計算制度論の内的枠組それ自体が、経営学との関連を必要としているという歴史的、論理的視点

が、そこには事実上欠落しているようである。従 って、会計学 と経営学の関連づけの根拠づけに

ついては、必ず しも十分に明確化 されていないのである。そこで問題として、 ドイツでは、双方

学科は、その学科の生成の当初から関連づけを有 していたのか、否か。具体的に双方学科の関連

づけはどのようにして形成されかのか、その関係づけをどのように解釈したら良いのか。本論で

は、この課題を ドイツ計算制度論の枠組形成の歴史に立ち返 り、考察するものである。

Ⅱドイツ計算制度論

経済科学の発展にとっても、経済活動にとっても重要で、長い伝統を有する 〔経営経済学の〕
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一つ の領域が計算制度(Rechnungswesen)で あ る1)
。経 営 と企業 の計算制度 の システ ム化 の科学

的取扱いが研究 と して整序 された始 ま りは、 レー マ ン(Lehmann,M.1886-1965)に よれば、カル

メス(Calmes,A)と シ ュマー レンバ ッハ(Schmalenbach,E.1873-1955)に 求 め られる2)、のであ

る。そ して経営計算制度 の基本 的構 想は、モ ックスター(Moxter,A.)に よれば、1920年 代 の終 り

に獲得 された3)、のである。現 代における計算制度部 門は、ヴ ェー エ(W�e,G.)に よれ ば、年次

決算(Jahresabschuﾟ)、 原 価計算(Kostenrechnung)、 統 計(Statistik)お よび比較計算(Ver-

gleichsrechnung)に よ り4)、有 機的に構成 され、さ らに ヴェーバー(Weber,W.1939-)に よれば、

外部志 向的年次決算 、企業 内部的な利用 目的を もつ原価 計算、長期的な投資決定 を志 向す る投資

計算(lnvestitionsrechnung)に よ り5)、構 成 され ている。 しか し計算制度 の各部門は、本来、個別

的に生成 して来 た ものであ り、 それ ぞれ の個別 部門史 を有 して来てい る。例 えば、簿記 の部門で

は、商業企業 の会計実務か ら、物的勘定学説の一 つ として物的二勘定学説 が、1880年 代 か ら ヒュ

ーグ リ(Hugli
,F.1833-1902)6)や シ ェアー(Schar,J.F.1846-1924)7)に よ り、資 本主理論 として 形成

されて来 ている。今一つ の貸借対照表学説 として、 ニッ ク リ ッシ ュ(Nicklisch,H.1876-1946)8)の

企業 主体理論 が展 開され て来 ている。原価計算では、工 業企業 の会計実務か ら、1860年 代 の ゴッ

トシ ャル ク(Gottschalk,C.G.)9)や そ の後のバ レブスキ ィー(Ballewski,A.)10)の 原 価 計算 論が成 立

しているのである。 この ように19世 紀末 までは、計算制度の うち、簿記 と原価計算 は、実務に お

いて も、計 算制度 として も、相互 関連付 けて取 り扱われて 来 なか った。 しか し ドイ ツにお いて

1903年 経 済恐慌後 の工業企業 の大規模化 に伴ない、1904年 以 降、工業大企業 の組織化 と管理化が

進め られ、その一環 として、工業大企業 での簿記 と原価計算 との有機的に結 合 した計算制度が問

題 とな り、経 営学 との関連 が取 り上 げ られる ようにな った のである。 この よ うに経 営学 の対象 と

して経 営組織 と簿記 と原価計算 の結 合 した計算制度を研究 した最初 の経 営学者 が、 カル メスであ

る。

以下の論述 では、 カル メスに始ま り、1930年 度 の計 算制度 の統一案お よび1930年 代 ニ ック リッ

シュの計算制度 論確立の期間までに 自己限定す る。

Ⅲ力ルメス経営学と計算制度論

1組 織と計算制度

ドイツ経済発展の構造上の変化は、1904年 以降、新興工業大企業コンツェルンを形成 し始める

時期を迎えるものとなる。このような時期に至 り、カルメスは、有機的な計算制度論を問題 とし

始めるのである。

カルメスは、1906年 著書 『工業経営論』初版序文で、まず簿記 と原価計算についての計算制度

を問題とし、次に管理組織と計算制度との有機的関連の研究の必要性を述べ、工業組織の有機的

部分 として、工業的計算制度を把握することが正しいと考える1)、のである。その後、カルメスの
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工業組織に対する認識がさらに深まり、『前掲書』第二版1908年 序文で、著書の基本的構想を3点

に要約し、工業組織が全体の基礎を形成する、とする。その構成は、1.組織 と計算制度、2 .簿記

と原価計算、3.原価計算の形態である。第一版に比 して、第二版は、それ自体において、工業の

商事的経営学(kaufmannischeBetriebslehrederIndustrie)を 論述するように拡大されるものと

なった2)、のである。

カルメスによれば、計算制度とは、組織の統合的な構成部分を形成する3)、ものであるので、ま

ず組織を、しかる後に計算制度を取扱 うものとして、「組織の概念」とその基本的特質を問題 とす

る4)。その際、カルメスは、合理的な技術的経営でな く、合理的な商事的経営の諸原理を理解す

る4)ものとして、その対象を限定する。このように規定された商事的経営組織の概念は、秩序

(Ordnung)と 分業(Arbeitsteilung)と 統制(Kontrolle)の3様 を含むものである。まず秩序

は、収益的営業の基本的杭である4)。次に分業は、商事的管理の領域にも適用されるべきであり、

拡大 した分業は、すべての協働者 として、その義務の達成に導 く厳格な統制を不可欠とする。さ

らに統制は、主として計算制度、特に原価計算の内にある5)。このように 〔経営〕組織と計算制度

は、相互に補完 し、影響 し合 う6)、のである。

カルメスは 「組織の観点から」工場を同じく商事的と技術的部門に分け、商事的部門は売買を

行 う営業であり、技術的部門は材料を資本と労働により加工する生産経営である。 この分類 は、

〔2部 門の〕簿記の勘定体系において最大の意義を有するものとなる7)。また 「管理」を商事的と

技術的部門に分け、特に商事的部門では、合議制原則(kollegialesPrinzip)と 指導者原則(direk-

torialesPrinzip)が 取 り扱われ8)、指導者原則の下では、管理が唯一者の手に統一されるとい う利

点を有 している9)、と評価する。

2計 算制度

カルメスによれば、工場の個々の部門を経済性に基づいて判定 しようとする製造業者は誰で も、

各部門の成果を測定しなければならず、ここから簿記と原価計算の重要性が明かになる、とする。

つ ま り計算制度 とは、原価計算 と結 びついた簿記(BuchhaltunginVerbindungmitder

Kalkulation)が 、技術的製造過程 とそれと結びついた商事的営業を詳 しく計数的に叙述するとい

う目的を追求する10)、ことである。カルメスは、計算制度を企業の経済的状態の計数的形象を与

える11)ところの体系的記録を計算の全体 と理解 し、計算制度を領域と技術により、簿記、原価計

算、統計の3部 門に分ける12)、とするのである。

まず1.簿 記は、企業財産の全体 と部分 〔積極と消極〕を表示し、また価値諸変動により、企業

内部で発生する損益を体系的に表示するものである。次に2.原価計算は、一定の経済活動の費用

と成果の計算 〔特殊原価計算〕と一定の継続期問の同種の経済的給付ないし一企業の全体給付と

その部分給付の計算 〔全体原価計算〕を包括する12)ものである。さらに3.統計と統制は、企業内

部での経済的に重要な諸事実についての継続的諸記録を包括 し、その諸記録が簿記や原価計算の
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尺度 〔領域〕を越えて問題とされる場合に初めて、計算制度の特別な部門 として取 り扱われる13)、

のである。

さて簿記 と原価計算の関係について、カルメスによれば、前者は商業実務から、後者は工業実

務から発生 したものであるため、実際界では、両者は相互に何等共通 したものを少 しも持たない

計算構造であるという視点に立っている。しかしながら、工場の簿記と原価計算との間には密接

な関係がある。第一に、簿記は、諸勘定に基づいて企業の価値諸変動を秩序づける。すなわち各

勘定は、原価計算の各要素を含むものであるから、少なくとも原価計算に役立つとい うことであ

る。第二に、簿記は、二重記帳原則のため、自らを統制するので、原価計算の統制は、簿記に内

在する14)、とい うことである。以上の考察か ら、カルメスは、工業企業における簿記と原価計算の

完全な分離は、非論理的、非経済的で危険です らある、とし、工場経営における両者の密接な結

合について、簿記は原価計算の基礎と統制であ り、原価計算は簿記の補完である15)、と関係づけ

るのである。

3工 場簿記と原価計算

カルメスによれば、まず工場簿記は、特別の簿記ではな く、工業経営での生産技術の種類に よ

り条件づけ られた簿記学原理の応用によるもので、その独自的諸要素は次の4点 である。1.諸 経

営の分割から、計算単位として特別の勘定が表示される。2.簿 記と原価計算の関係は、特別の原

価計算勘定の設置 となる。3.簿 記は、概観 と統制について、商事的営業においてよりも、工場経

営において高度の必要性を示す。4.工 場経営の簿記は、工場管理の特別の正確な測定 と原価計算

により影響を受ける16)、のである。

カルメスは、次に原価計算を、まず時点を基準にして、事前原価計算 と事後原価計算に2分 す

る。そのうち事前原価計算は、見積 り、予算または経営計画といわれる17)。次に原価計算を、対象

を基準にして3区 分し、それを1.購買原価計算、2.生産 〔製造〕原価計算、3.販 売原価計算とす

る。これら原価計算の うち、商業企業は、1.と3.の 原価計算を認知するが、工業企業では、さら

に2.の原価計算をも考慮する。2.の生産原価計算の諸要素は、〔販売費用を含まない〕全体的な製

造原価となるので、その計算の定式化は、製造原価＝1.消費された原料+2.賃 金+3.各 種の経費

〔管理費、租税、給与、減価償却費等〕とな り、この3点 に対応する報告を、1.原 料管理、2.賃

金管理、3.簿 記の3部 門から受けとるので、製造原価計算は、 これら3部 門の正確な組織を前提

とする18)、のである。さらに製造原価計算を形態により、全体原価計算と特殊原価計算 とに2分

する。この うち全体原価計算は、経営、すなわち全体工場の製造原価の測定に向けられ、しかも

その測定は、簿記で行われる19)。一方、特殊原価計算は、個 々の製品の生産原価を個々に直接的で

詳細な方法で計算するので、簿記の勘定組織に適合 しない20)、のである。また製造原価 の うち1.

原料(Rohstoff)、2.賃 金のような確実な生産原価は、発生 した一定の経営に、容易に確定され、

割 り当てられるが、これに対 して、3.各 種の経費は、工場全体により引き起こされるので、容易
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に確定されず、割 り当てられない。しかし3.各種の経費も、一定の尺度に従って、全体原価計算

では諸経営に、特殊原価計算では諸製品に、割 り当てられる21)、のである。

4計 算制度の分類

以上か らカルメス計算制度の3部 門を一括 して示せば、次のようである。

カルメスの計算制度論について、シュマー レンバッハ は、1908年 次の書評で、私経済学の立場

か ら 「記述的種類の提起を驚 くべき方法で拡張 し...簿 記において最良のまとま りある叙 述を

行っている」22)と賞賛していた。しかしシュマー レンバ ッハは、第一次大戦直後、 ドイツ国が資本

主義体制維持のため、革命 ・社会化からの政治的、社会的危機を切 り抜けようとしていた時期の

1919年 に、全体志向の立場か ら、 ドイツ経済について 「共同経済的には有害で、私経済的には極

めて利益の多い出来事が大量に観察される」23}と慨嘆し、経営経済学の観点から、計算制度の研究

を行っている。

 IV シュマーレンバッハ経営学と計算制度論

1経 営と計算制度

第一次大戦の敗北に続いて起 こった11月革命は、経済局面で、基幹産業の社会化の試みを何度

か実施 したが、失敗に帰したのである。 しか し戦後の経済は、戦前 ・戦中とは全 く異なった もの

となって行 く。シュマー レン・バッハが計算制度論を問題 とした時期は、まさにこのような1919年

代に始まるのである。

戦後、社会化委員会委員を歴任 したシュマー レンバッハ は、1919年 論文 「原価計算論」で 「理

論的研究活動を方向づけるのは、共同経済的経済性(gemeinwirtschafnicheWirtschaftlichkeit)

であって、私経済的経済性ではない」1)ので、〔従来の〕専門学 「私経済学」に対 し、新 しい名称

〔経営経済学〕を示す ことが合 目的的である2)、とする。しかし現実の多 くの場合、私経済的利害
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と共同経済的利害は一致 しないので、党派的な弱小政府をもつ 〔ドイツ〕国家にあっては、かか

る共同経済的利害 と私経済的利害の不一致は、経済的な重病 とな り、国家の力とその健康を害せ

しめている3)、とする。このような ドイツの現実的な経済問題を、シュマー レンバ ッハは、経営経

済学 と計算制度の関係づけ問題として考察 しようとするものである。かれによれば、経営経済学

の研究対象としての 「経営 〔経済組織体〕を人間組織体になぞらえるなら、神経の課題が、経営

の計算制度に該当する」4)。ゆえに経営の計算制度は、身体の神経のように、経営の各々の不足、

負傷、不調を、経営の頭脳、すなわち経営管理に伝えるとい う課題を有する4)、のである。その

際、経営経済学における計算制度の最 も重要な課題は、共同経済性の観点から、原価計算である

とし、原価計算論を以下のように定義する。経営経済学の部分対象としての原価計算論は、経営

の経済性が最良の方法で促進されるように、原価計算を理論的に形成する。...そ してすべての

経営 〔経済組織体〕ができる限 り、経済的に作用することが、全体の利害である5)、とするのであ

る。

しか しながらシュマーレンバッハに よれば、経営を共同経済的観点から考察するとはいえ、国

民経済的研究とは隔たっており、国民経済学 と経営経済学が共有す るものは、素材の大部分で

あって、精神ではない、のである。つまり国民経済学が哲学的学問であるなら、経営経済学は応

用科学(angewandteWissenschaft)〔 当為科学〕であるので、経営経済的思考は、 目的思考

(Zweckdenken)と な り、計算的思考(kalkulatorischesDenken)と なる6)、のである。

2計 算制度

シュマーレンバ ッハは、経営の計算制度を、外面 〔通念〕的認識に従い、まず商事的簿記(kauf-

mannischeBuchfuhrung)と 経営簿記(Betriebsbuchfiihrung)に2分 す る。このうち商事的簿記

は、債権、債務および交換手段の管理に関係 し、その対象は外部 〔営業〕取引である。 これに対

し経営簿記は、内部取引を対象とし、その目標は経営過程を追跡し、経営過程を経済性により、

経営設備を管理の秩序性により統制することであるが、例外現象が存在するとして次のように表

現する。すなわち年次成果計算と貸借対照表計算 とは、主として経営 〔簿記〕計算に属すると思

われるが、これら計算は、複式簿記の現存により正規には、商事的簿記に属する6)、ものである。

その上、経営簿記に属する4つ の計算 として、シュマーレンバッハ は、1.賃金計算、2.材料計

算、3.原価計算、4.成果計算を取 り扱 う7)。この うち前2者 の1.賃 金と2.材料の計算は、給付計算

であり、すべて限定 された対象と計算 目的を有する。これに対 し、後2者 の3.原価 と4.成果の計

算は、前2者 が算出 した数値の加工 の計算であ り、経営過程 において行われ る価値移転過程

(Umwandlungsprozeβ)の 明確な追跡過程を有 している。すなわち原価計算は、一成果単位 に

ついての原価の確定を目的とするのに対 し、成果計算は、一定期間についての最終の成果 と費用

の把握を 目的とす る。成果計算はさらに2分 され、その一つは一営業期間についての成果を計算

する年次成果計算(Jahreserfolgsrechnung)で 、その公的性格により商事的簿記に属 し、今一つ
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は短期間についての成果を計算す る月次成果計算(monatlicheErfolgsrechnung)で 、〔非公的性

格により〕通常、経営簿記に属する8)、ものである。

さらに成果計算 と原価計算の本質的な相違は、まず成果計算が継続的、連続的性格を有す るの

に対 し、原価計算はそのような性格でない こと9)、次に成果計算が公開性を前提 とする10）のに対

し、原価計算は隠者で、経営内部にあって公開性を恐れること、である。つま りこの双方計算の

性格から、原価計算における原価概念と成果計算における費用概念 との相違が問題 となる11)。一

方、双方計算の類似性は、公的性格を有する成果計算に正しい真実な計算が存在 しないように、

原価計算も計算技術上の限界を有している限 り、完全な原価計算は、...高 度な正確性ではなく、

むしろ正確性に経済的限界を有するような原価計算を意味する12)、ものとなるのである。

3原 価計算

シュマーレンバッハ によれば、経営経済学 〔の一部の原価計算〕の原価概念は、超越的でなく、

一定の目的追求を容易にし、その目的に従 うべきもの13)である。そこで原価計算の一般 目的は、

経済的給付 〔生産〕のために、どれだけの財貨価値が消費 されるかを確定することになる。この

経済的給付は、財貨の犠牲によってのみ遂行されるので、生産財貨が消費財貨に対して、余剰価

値を、すなわち価値落差(Wertgefalle)を 示すことが重要 となるのである。原価計算の課題は、

この価値落差を個々の経済的給付について計算的に追跡することとなる14)、のである。

次にすでに見た、原価計算での原価概念 と成果計算での費用概念との相違の確定をさらに詳 し

く見てみる。まず原価 と費用は、発生する財貨の消費15)とい う対象においては、重な り合 う。 し

か し費用計算が支出に関わ り合 うため、原価と費用は、価値評価においては、一致することはな

い16)
、 の で あ る 。 すなわち原価計算には、原価 と関連 しない費用があ り、その費用を中性費用

(neutra1erAufwand)と 呼 び、費用計算には、費用を意味 しない原価 があ り、その原価を付加原

価(Zusatzkosten)と 呼 んでい る。 さて原価概念や費用概念 は財貨 の消費に関わ るが、 この消 費

された財貨 のために支払われた価格 には、い くらか の偶然性が 内在す る。そ こで支払われた価 格

は特別 の計算価値 に取 り替 える必要 があ り、そ の特別 の計算価値に取 り替える尺度 として、原 価

を原価 として測定 しうる最大 の比較可能性 の原則(Prinzipdergr6βtenVergleichbarkeit)を 立

て る17)、のであ る。 この比較可能性の原則か ら、消費財貨 の評価価値 は、計算価値(Kaikulations一

wert)に 求めらるものとなる。この計算価値の確定は、経済性の必要に対応 し18)、この経 済性 の追

求 こそが、 シュマ ー レンバ ッハのい う経営の課題なのであ る。

4計 算制度の分類

以上 か らシ ュマー レンバ ッハのい う計 算制度 の枠組 を一括 して示せ ば、次の よ うで ある。

31



以上、 カルメスや シュマー レンバ ッハに見 られ る ように有機的構成を もつ計算制 度論は、経営

学 の中核 を編成 してい る。 さらにその後 の ニ ック リッシ ュ1929-1932年 著 書 『経営経済』19)やコ ジ

オール(Kosio1,E.1899-1967)1973年 著 書 『経営経 済学 の構成 要素』20)、シ ュナイ ダ ー(Schneid-

er,D,1935-)1987年 著 書 『経営経済学』21)にお いて も、計算制度が経営経 済学の大 部を構成 してい

る。従 って経営学 と計算制度論 の双方の関係づけ が、現在 においても、 自明であ ると して、以下

では、計 算制度論 に限定 し、1930年 代 までの、二 、三 の諸論 につ いて考察す るもの とす る。

Vレ ーヴェンシュタインの計算制度論

1 計算制度

ドイツ経済は、その後1922年 には、インフレーションにより通貨の加速度的崩壊が進み、対 ド

ル為替 レー トが上昇運動を示すに至たるのである。このような経済不安定の時期に、 レーヴェン

シュタイ ン(Lowenstein,R.)は 、1922年 の 著書 『計算利益 と貸借対照表成果計算』1)におて計算制

度論を展 開す る。かれ の計算制度の分類 は、 レーマンに よれば、 カル メス とシュマー レンバ ッハ

の区分原則 の違 いを結びつけ よ うとす る試 みで ある2)、とする。 レーヴ ェンシュタイ ンは、計算制

度を 、まず1.商 事 的簿記 、2.経 営簿記、3.統 計 の3つ に分 け3)、そ の うち1.商 事的簿記を、財産計

算(Vermogensrechnung)・ 交 換手段計算(Tauschmittelrechnung)と 成 果計算(Erfolgsrech-

nung)の2つ とし3)、2.経 営 簿記を、賃金 計算、材料計算、間接費計算(Unkostenrechnung)お

よび原価計 算(Selbstkostenrechnung)の4つ とす る4)。

2商 事的簿記

商事的簿記のうち、最初の財産計算は、貨幣、債権、ス トック(Vorrote)、 機械、建物、有価証

券等を記録し、さらに営業資本、資本金、積立金、債務等を計算処理する。これら計算記録は、

複式簿記において在高勘定 として処理され、その残高は、期末貸借対照表に財産 と資本に算入さ

れるものである。貸借対照表は、経営経済的な正しい利益計算に役立ち、企業の一定時点におけ

る財産価値を示す5)。第二の成果計算は、企業の一定期間における経済的活動の成果を表示する6)。

この成果計算は、長期と短期に分けられ、長期成果計算は商法上規定された計算で、通常一年毎
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に、短期成果計算は、経営内部統制のために、通常一 ヶ月毎に行われる7)、ものである。

3経 営簿記と統計

経営簿記は、狭義では、経営の経済 〔生産〕過程の追跡を 目的とする計算部門である8)。その う

ち、第一の賃金計算は、工場経営のために費やされた賃金を記録、分類 し、個々の生産物の上に

費用としてどれだけの賃金が配分されるべきかの決定を課題とする。賃金体系の うち、直接賃金

とは別に、非生産的賃金と称せられる間接賃金部分は、間接費として一定の配布率に従 って配分

されるもので、第三の間接費計算に属する9)ものである。第二の材料計算は、一部分、在高計算で

あるため、商事的簿記の在高 〔勘定〕計算 と極めて類似 している10)。この材料計算は、材料変動過

程の管理を課題 とし、賃金の場合と同 じく、直接材料と間接材料に分けられる。第三の間接費計

算は、間接賃金費用と間接材料費用の記録、配分を課題 とする。 この間接費計算の問題は、直接

費計算 と異な り、実際の経費支出を集計するだけでは解決されず、その因果関係(Kausalzusam-

menhang)の 追求、すなわち間接費の科学的認識によって解決される。第四の原価計算は、上の

三つの計算の結果が、集中、集約されるものであり、経営簿記の一部分として、上の三つの計算

と同等の意義を有する11)、ものである。なおこの原価計算の位置づけは、 レーヴェンシュタイ ン

が、カルメスと異な り、シュマーレンバッハ に合わせたことに拠っているものである。また レー

ヴェンシュタインは、シュ マーレンバ ッハと異な り、経営簿記から成果計算を切 り離 し、商事的

簿記に位置づけ、経営簿記に新しく間接費計算を設定していた。 このことはシュ マーレンバ ッハ

が、成果計算の公式、非公式の性格を基準とするのに対 し、レーヴェンシュ タインが、計算技法

を基準 としたことに拠 っているといえよう。

統計は、商事的簿記 と経営簿記の枠内で取 り上げられえない課題を設定するもので、統計の 目

的は、総合経営をその個々の機能において統制 し、監督(Beaufsichtigung)す るもので、カル メ

スの統計概念 と同様である。

4計 算制度の分類

以上からレーヴェンシュ タインによる計算制度の3部 門を一括 して示せば、次のようである。

レーヴェンシュ タインに よるカル メス とシュ マー レンバ ッハの結合について、 レーマ ンに よれ



ば、カルメスの区分原則が計算制度の領域 と技術に関わ り、シュ マー レンバッハのそれは内部取

引と外部取引の領域区分にあるので、双方の区分原則の結合が不可能なことは明かである12)とし

て、自らの計算制度論を展開するのである。

Ⅵレーマンの計算制度論

1計 算制度の論理的分類

ドイツ経済は、1923年 の通貨危機から、1924年1月 のドーズ 案(賠 償軽減案)成 立後、アメリ

カ資金が流入し、投資活動を活発化させたのである。 ドイツでは、産業活動が拡大す ると共に、

「合理化」政策が進められ、新たなカルテルやコンツェルンが成立 し、「黄金の20年 代」が出現 し

たのである。かかる合理化の時期に至 り、 レーマンは、計算制度論を問題にするのである。

レーマンは、1925年 著書 『工業原価計算論』1)では、カルメスとシュ マーレンバッハ の区分原則

をレーヴェンシュ タイン のように結合することを回避 し、区分原則を 「部門」 と 「領域(組 織)」

に分けて、計算制度を分類している。その うち部門の性格から、計算制度を、簿記、原価計算、

統計および経済計画の4つ に、領域の観点から、商事的簿記と経営計算の二重に区分する。 しか

しレーマンは、その後の1926年 論文 「経営 と企業の計算制度の体系」において、25年 の二重区分

原則が、内部的に深められるべき方向を示 しえず、その欠陥を克服すべ き、新しい計算制度論、

すなわち計算制度の論理的分類を提示す る2)、のである。レーマン によれば、この論理的分類の区

分原則は、事前計算(Vorrechnung)と 事後計算(Nachrechnung)で あるが、従来 〔1925年著書

で〕この区分原則が成立 しなかったのは、そこでは組織化された原価計算のみを考慮に入れてい

たからである2)、とする。

かれは、計算制度の論理的分類について、26年 前掲論文で、まず第一に事前計算には、事前原

価計算 と経済計画が含まれる。次に計算制度を部門の性格か ら 〔1925年著書と同じく〕1.簿 記を

期間計算、2.原 価計算を対象計算、3.統 計を比較計算、4.経済計画を未来計算と見做 している。

このうち経済計画を事前計算に、簿記を事後計算に位置づける。 さらにここで事前計算 と事後計

算との原則的な 〔論理的〕区分に立ち帰 り、事後原価計算に事前原価計算を対比 し、統計を事後

計算に、投機的計算(Spekulationsrechnung)を 事前計算に対比するなら、計算制度の左右対照

の構成を手に入れるとして、一時的、暫定的に次のような図表一1を 示す3)、のである。

図表－1レ ーマン計算制度の論理的分類

事 後 計 算 事 前 計 算

.簿 記

.事 後原価計算

,統 計

1.経 済計画

2.事 前原価計算

3.投 機的計算

出 所Lehmann,MaxRudolf:SystematikdesRechｎungswesensdesBetriebsandderUnternehmung,

in:ZｆHH.,Heft3.1926.S.60.Sp.2.(abgek.Rechnungswesen).
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2計 算制度の方法論的分類

レーマンは、論理の差異から、さらに方法の差異(Methodenunterschied)3)を 区分原則 とす る計

算制度の分類へと論を進める。 レーマンが依拠する方法論はシ リンク(Schilling,A.)の1925年 著

書 『経済学』70)で論述された経済の次元、より厳密にいえば、原価の立体的表現である。この立体

的表現は、原価の三つに編成 された計算について、個々の現実可能な計算が示しうる様々な確実

性の度合い 〔尺度〕である。この確実性の尺度は、三つの原価計算集団の対象を形成する数値の

比較可能性によって条件づけられる4)、ものである。レーマンによれば、このシリンクが示す三つ

の原価考察様式は、計算制度の簿記、原価計算および統計の三つの相違を正しく示し、その方法

論が、計算部門の三つの数値材料の比較可能性に役立つ5）、とするのである。シリンクの専門用語

に従って、レーマン は、まず簿記を二つの確実性ある尺度、原価計算を一つの確実性ある尺度、

統計を一つの確実性もない尺度を有する計算部門とする。特に統計の確実性がゼロの意味につい

ては、統計が比較不可能な数値の使用であるとするが、他方で統計は、適切な編成 と評価により

比較可能を統計的方法の本質とするので、統計は比較計算である、とする。このようにしてレー

マンは、計算制度の3部 門の方法の差異が、個々の計算の確実性の尺度から無理な く示されると

して、次のような図表－2を 構想する。

図表一2レ ーマン計算制度の方法論的分類

様式＼時点 事 後 計 算 事 前 計 算 確実性の尺度

期間計算

対象計算

比較計算

1.簿 記

2.事 後原価計算

3.統 計

1.経 済計画

2.事 前原価計算

3.投 機的計算

2

1

0

出所 Lehmann:Rechnungswesen,S.62.Sp.1.

レーマンの分類は、 カル メス、シュ マ ー レンバ ッハお よび レーヴェンシュ タインのそれに比 し

て論理的、方法論的構成において、は るかに優 れている。元来 、 レーマ ンの計算制度論の背景に

は 、1925年 に 合 理 化 運 動 を 開 始 す る 「ドイ ツ経 済 性 本 部RKW(Reichskuratoriumfur

Wirtschaft1ichkeit)」 の課題に対応す るものがあ ったのである。 しか もこのRKWの 本 来 の課題 で

あ る合理化 は、経済性 を高め るとい う目的で、技術や計画的な組織が示す ところのあ らゆ る手段

を検討 して適用す ることである6)。このRKWが 課 題遂行 のために設置 した多 くの委員会 の1つ で

ある 「経済 的管理委員会AWV(Ausschu,BfurwirtschaftlicheVerwaltung)」 は 、経 営 と企業 の

指導・管理 を より経済 的に形成す るものである。特にAWは 、予算統 制 と原価計 算 を中心 とす

る計算 制度 の 明確化 と統 一 化 のた めに 「計 算制 度術 語専 門委 員会FTUR(Fachausschuβfur

terminologie-UntergruppeRechnungswesen)」 を設置 した。 このFTURは 、工業生産が 急速 に低

下 した1929年 に 、計算制度 の分類 と統一化のために、 ニ ックリッシュ7)、 ゲル トマ ッハ ー(Gelt-
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macher,E.1885-1965)8)お よび レーマ ン9)の学者達に より、『経営学雑誌』に提案 された諸論文 を考

慮 に入れた活動成 果を公表 してい る。 そ こでまずFTURの 議 長を務めた ニ ックリッシ ュの提 案 に

つ いて、次いで1930年 のFTURの 統 一案 につ いて検討 する。

Ⅶ　ニックリッシュの計算制度論(1)

1 計算制度

1929年1月 末ニューヨーク株式市場が、大暴落を来たし、アメリカの投資資金が引き上げられ

ると、 ドイツ経済は急速に崩壊 し始めるのである。 この時期に、ニックリッシュ は、1929年 提案

論文 「予算編成 と計算制度」で、特に予算編成が経営経済にいおて必要欠 くべからざる傾向にあ

るので、計算制度の統一化の前構想で、予算編成の役割を重視する1)、のである。かれは計算制度

をその目的に従 って、予算、簿記および統計の順に3分 する2)、のである。

第一の予算は、ニックリッシュ によれば、経営における事前計算を総体的に把握するものであ

り、次の四つに区分される。1.各 々の営業の開始前に行われるところの経営にとり必要な資本量

とその設備に至る一回限 りの事前計算、すなわち創業時の見積 り予算である。ここでは、どれだ

けの資本量か、どこからの資本源泉か、どのような資本設備かを見積る2)。2.長期単位の事前計算

があ り、ここでは、推定の年次売上高、費用、収益を算出する。3.短期単位の事前計算があ り、

これは月次にわたる計算である3)。4.給付単位当 りの事前計算があり、ここでは推定の部分費用、

売上高、成果を算出する。

第二の簿記は、事後計算で、予算が推定未来数値を把握するのに対 し、事実上発生 した価値事

象を体系的方法に より計算表示するものである。簿記は、予算の項の2.3.4.に 対応 して、次の三

つに分けられる。1.年 次計算表示は、事実上発生 した年次費用、売上高から成果を算出する。2.

月次計算表示は、生産過程の成果を詳しく正確に表現する短期単位の計算である。3.給 付単位当

りの計算表示は、価値事象の部分費用、売上高、成果を算出する。

なお予算 と簿記は、経営において同等の重要性を持つ。すなわち経営は、事前計算な しに、一

般的、合理的に営まれることは不可能であり4)、さらに事後計算の数値は、本質的に事前計算の基

準 として役立つ。それゆえ予算の数値が、簿記のそれと比較されることにより、統制可能性が与

え られる。ここから双方計算は、経営に対 して同 じ重要性と相互関連性を持つので、主要計算と

い う上位概念に包括される5)。

主要計算は、また計算の対象により三つに分けられる。それは、1.長 期単位計算としての総体

計算、2.短 期単位計算としての経営 〔部分〕計算、3.時間に関係しない給付単位計算としての経

営価値計算である。そこには、それぞれ1.総体計算とみなされる年次の事前と事後計算、2.経 営

計算 とみなされる月次の事前と事後計算、3.経 営価値計算としての給付単位当 りの事前と事後計

算が含まれる6)。
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第三の統計は、事実上発生した価値変動についての数値を比較対照するものである。そして統

計は、費用、売上高、成果の各数値を、月次か給付単位に従って比較 し、また内外の数値を比較

して、経営の規則性を把握する。 このようにして統計は、各数値の比較から、未来の結論を引き

出す限りで、事前計算に類似するが、本質的には比較計算である。比較計算は、外部形式(勘

定)に 拘束されず、他の双方計算に役立ち、さらに計算制度としての統制のために有益な効果を

上げるので、主要計算に対 して補助計算 と見做 される7)、のである。

2計 算制度の分類

ニックリッシュ は、予算、簿記、統計を横軸に、総体計算、経営計算、経営価値計算を縦軸に

分け、計算制度を次のような図表－3に 分類する。

図表－3ニ ックリッシュ の計算制度

出所 Nicklisch,  Heinrich: Budgetierung und Rechnungswesen,in:  Zf HH., Heft 2.1929.S.52.Sp.1.
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 VII 統一案の計算制度論

1930年代初頭の ドイツ経済恐慌にあって、計算制度の統一案は、1930年4月 に、FTURの 活動

成果として確定されている。FTURで は、統一案の作成に当 り、主観的な判断を排除するため量》i

RKWの 精神、つま り合理化の促進を基準とした。統一案は、ニックリッシュ 議長案と他学者の提

案 との比較検討から、共通性 と本質性を抽出して作成された ものである。

統一案による計算制度の分類は、組織の観点でなく、計算の対象と目的とい う原則に基づいて

いる2)。まず計算対象の垂直分類では、多数の相違する特質を除去する方法に拠っているため、総

体計算は長期計算に、部分計算は短期計算に限定 され、さらに給付単位計算がある。なおニック

リッシュの計算対象の3分 類の名称は、変更されているが、そこでは何ら問題はない2)。次に計算

目的の水平分類では、事前、事後および比較計算が並立されているが、その分類方法に明確さは

ない。すなわち事前と事後計算は時点対立の方法に拠っているが、比較計算は、この点で事前、

事後計算に対立 しないからである。なおニックリッシュ のいう主要計算と補助計算の区別は、そ

こでは取 り入れられていない2)。

統一案の計算制度は、次のような図表一4に 分類されている。

図表一4統 一案の計算制度

計算対象
計 算 目 的

事前計算 事後計算 比較計算

総体計算(長 期計算)

部分計算(短 期計算)

給付単位計算(時 間単
位に関係しない計算)

総体予算

部分経営予算

事前原価計算

総体簿記

部分経営簿記

事後原価計算

(経営)統 計

同期間の未来数と現在数

の比較、その他多数の他

の比較に役立つもの

出所 Veröfffentlicht vom

 Nicklisch:System und

Jg.,Heft

Fachausschu /3  für

einheitliche

 4.1930.S.98.Sp.l.

Terminologie

Terminologie des

beim

betrieblichen

AWV., Obmann

Rechnungswesen

Prof.Dr.,

 in  :ZfHH.,23.

統一案の長所は、計算の対象と目的の分類原則に基づいて、1.計算制度の本質と重要性が示さ

れたこと、2.計 算術語の概念が統一されたこと、3.多様な経営に応用可能となったこと、である。

短所は、1.費用や収益の 〔概念〕形成が断念されたこと、2.計 算制度として考察されるすべての

視点が考慮されなかったこと3)、である。

統一案について、ニックリッシュ は、1932年 に、計算制度に属するすべての事柄を概観する秩

序づけは困難である4)、とした。しかし統一案に拠って計算制度の諸提案を調整 し、統一化を計っ

たこと、そ してカルメス以前に見られた計算制度の各部門を、個別に追求するのではな く、計算

制度を有機的に構想したことは、計算制度論が経営経済学研究の中心領域を占めるものとして、

正しく意味あらしめるものになっていると、考えられ るのである。
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さらにニックリッシュ はまた、計算制度を次のように規定 している。計算制度は、経営の価値

発展 と価値運動の活動の領域と実質領域を記録 し、処理 し、経営に とり重要な内部的と外部的数

値を比較する。 このような計算制度によって保証 される機能は、意識機能、すなわち計算表示、

経済管理である5)、としている。ニックリッシュ は、計算制度論が経営経済学の中核を形成すると

見ているが、それでは計算制度の枠組みのうち全体 として何を重要視 しているのか。それは1929

年前掲論文でニックリッシュ のいう計算制度のうちの主要計算であり、その うちの総体計算の簿

記(貸 借対照表)と 経営価値計算の簿記(給 付単位計算、原価計算)と 考えられる。そこで次に

ニックリッシュ 計算制度に含まれる総体計算 としての簿記(1912年)と 給付単位計算論(1932

年)の 構造 と機能について見ておくことにする。

Ⅸ　ニックリッシュ の計算制度論(2)

1簿 記、貸借対照表論

ニックリッシュ は、計算表示(Rechnungslegung)と しての簿記を、1912年著書『私経済学 とし

ての商事経営学』において確立 している。研究対象は、新自由貿易政策を推進する ドイツ商工大

規模企業であ り、ニックリッシュ によれば、企業全体の継続的営業行為は、財産により成 り立 っ

ている1)、ので、まず企業は財産によって装備されている、と認識する。そして企業の財産概念 と

最 も密接な関係を有している概念が資本である。しかも双方概念を明らかにするには、それらの

概念が、実際上いかなる意味で用いられているか、その実態が考えられなければならない。それ

は簿記の助力により解決されるべき問題であるとし、そのためには、まず商事貸借対照表をもっ

て考察することが好都合である2)、とするのである。

ニックリッシュ が、財産 と資本の概念を解明するに当た り、その出発点を簿記にでな く、貸借

対照表に求めたことは、商業企業を対象としたシェアーの物的二勘定学説 ・資本方程式(Kapital-

gleichung)と 異な り、注 目すべきことであるといえ よう。すなわち企業の解明に当たっては、簿

記は、その手段であるが、さらに企業の私経済的解明のために、簿記の上位概念として、貸借対

照表を位置づけるとするのである。つまり貸借対照表から出発する勘定学説 ・貸借対照表方程式

(Bilanzgleichung)の 確立である。

ニックリッシュ によれば、貸借対照表に先行 して、まず企業の経済的財貨を構成する財産 目録

が存在 し、貸借対照表は、それぞれの簿記期間の開始と決算に位置している。従 って、財産 目録

と貸借対照表は、簿記の本質(先 行性、基本性)を 示 している。そして簿記の主目的は、計算表

示する3)、こと、すなわち、価値事象を形式 としての勘定によって表現する計算表示としての思考

によって達成することである。
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本来、簿記は、その目的を形式としての勘定によって追跡 しなければないものである。勘定形

式による計算方法では、複式 〔二重〕記入が行われ、勘定の貸借に記入されるので、そこに貸借

平均の原理が認められることになる。

簿記の表現には、処理 される材料が重要であり、次に、その材料の整理 ・記録が問題となる。

処理に関して、継続 と連続の整理原則があり、前者の原則は、材料の時系列の整理(仕 訳帳作

成)に 現われ、後者の原則は、実質的な材料グループが相互に立てられている場合に、並列に導

く整理である。そして一定期間内でのこの実質的整理は、決定的に重要である。なぜなら実質的

整理に関しての最小の組織単位が勘定であり、すべての勘定は、共に元帳(Hauptbuch)を 形成

するものであるか らである。

簿記はまた、その計算表示の目的を個別計算によって追跡 しなければならない。個別計算は、

1.財産在高、2.出所に基づ く資本と特別価値に基づ く資本(積 立金)、3.営 業成果、の、それぞれ

三つの事柄に関連する4)、ものである。そ して簿記は、企業についての個々の財産在高の数量と価

値を変動させるものを記帳することによって、利益の確証にも役立てられるのである。

しかし、その利益は、財産のみによっては確証されえない。利益は、財産を具現す る手段の増

大によって、つまり活動を通して、財産 と共に獲得された自己資本によって見出だ されるのであ

る。そ して実際的利益は、財産 と共に資本が増大する場合に、初めて確証され うる。 このように

利益が確証されるとすれば、簿記の勘定によって、資本を通 して行われるので、利益を計上する

成果勘定は、その機能からみれば、本質上、資本勘定である。 これによって、資本と財産の二種

類の勘定のみが、存することになる。財産＝資本という方程式の対照は、貸借対照表のみならず、

簿記の勘定によっても貫徹することが明かになる。

すなわち貸借対照表において、資本と財産 とは対照されるべきであるから、財産勘定と資本勘

定での収入と支出とは対立 して取 り扱われるものとなる。つまり簿記においては、財産額が財産

勘定の借方に設定されるなら、資本額は資本勘定の貸方側に設置されるのである。 ここから、次

の ような勘定記入方式が確定 される5)。すなわち、財産勘 定で の収入 ＝借方、支 出 ＝貸方

(Eingang auf  Vermögenskonten=  Soll,

方 (Eingang auf

 Ausgang  =Haben)

Kapitalkonten=Haben, Ausgang=Soll)

、資本勘定での収入＝貸方、支出＝借

である。

これによって、貸借対照表の貸借 と勘定の貸借の関係が成立するものとなる。ニックリッシュ

の論述を図式化 して示 せば 、す なわ ち、開始 記 帳 と決 算記 帳

Schol ß buchung)

 (  Eröffnungsbuchung u.

は、貸借対照表が、図表－5の ように、まず開始貸借対照表に、次いで決算貸

借対照表 とみなされる場合、以下の様式となるのである。
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図表－5貸 借対照表形式

財産勘定は、図表一5の ように、それが開始貸借対照表から受け取った価値を借方 に記入す

る6)。一方、資本勘定は、財産を具現した手段で、その価値を貸方に記入する。それをもって、簿

記は開始される、のである。

決算貸借対照表は、損益額が前もって、財産勘定から、成果勘定へ転記されたことによって、

締め切られる財産勘定の在高を受け取 り、同様に資本勘定の資本額を受け取 る7)。そ して貸借対

照表の両側面の額が決算されることにより全簿記は、締め切 られる8)。簿記の全構造は、開始貸借

対照表→取引→仕訳帳→元帳→決算貸借対照表 となるのである。

このようにニッ クリッシュ が1912年 に確立 した貸借対照表 と簿記の関係、すなわち、貸借対照

表の貸借と勘定の貸借の関係認識の枠組は、後年の1932年 著書 『経営経済』第三部 「計算制度」

においても変化は見られず9)、生かされているのである。

2給 付単位計算論

ニックリッシュが、1929年 の前掲提案論文 「予算編成 と計算制度」において示 した、計算制度

のうちの主要計算の一部である経営価値計算の簿記 としての給付単位計算論が確立されているの

は、1932年 著書の 「計算制度」においてである。そこでニックリッシュが構想する給付単位計算

論を解明するに当た り、1932年 著書で使用されている計算諸概念について見てお くことにしたい。

その際、ニックリッシュ が、使用する計算諸概念を、1910年 代の商工大企業確立期における1912

年著書 『私経済学』に見られる企業の立場、すなわち編成 された営業有機体の観点でな く、正 し

く1929年 に始まる経済恐慌の回復期に当たる1932年 の経営の立場、つまり経営共同体の観点 より

規定 していることに注意 しておきたい。 これ ら諸概念は、費用、売上高、成果であり、それ らに

基づいて給付単位計算論が展開されるのである。

まず第一に、費用概念には、二つの価値が区別されている。

一つは、経営の生産過程が始まるときに、材料に属 している総価値としての原価である。原価

は、経営の生産過程において必要とされるもので、経営の外部から獲得されるものに対してなさ
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れる支出、すなわち外部価値をさしている。外部から提供される価値 とは、原料、機械、資本使

用に対する支払利子、さらに補助材料である10)。

今一つは、上に見られる原価のような実質財貨価値でなく、経営の生産過程で増大する経営給

付(Betriebsleistung)に 結合す る価値、すなわち経営に属する人間の給付である。経営給付は、

すなわち内部価値である。

費用は、このような経営の外部価値と内部価値によって構成 され、経営の統一過程に関わ り、

経営全体 として生み出すところの経営成果に連なるものでる。

今、経営の立場から、この原価、経営給付および費用の諸概念を勘定形式で示す と図表一6の

Ａ形式で示され、企業の立場か ら見ると、Ｂ形式となるのである。 ここから労務費を、Ｂ形式の

ように外部価値と見るか、Ａ形式の如 く、内部価値(経 営給付)と 見るかは、正しくその立場の

相違によって、明確に区別されるものとなるのである。

図表－6給 付単位計算形式

第二に、売上高概念は、原価 と経営給付を含む財貨を市場で売却 し、その対価として収入され

る価値量のことである。すなわち財貨の売却によって、売上高がその対価 として流入するのであ

る。売上高は、まず経営の外部価値(原 価)を 補償 し、次に期間外的な 自己価値(減 価償却費、

利子)を 補償し、最後にその財貨にのみ含まれている当期間の経営給付部分を補償す る11)、もの

である。

第三に、経営成果は、費用 と売上高の結果を比較 して確定される差額である。すなわちニック

リッシュによれば、経営給付は物量的に、費用一原価=経 営給付として表されるが、価格的には、

売上高一原価＝経営成果 として表されるのである。 このことから、成果は、すでに経営給付の対

価として、認められていることがわかる。もちろん成果は、貨幣価値に よって示される。つまり

取引活動が行われるとき、取引された財貨は、貨幣価値を表示する。そ して売却された財貨の売

上高は、経営の外部価値への補償であるほかに、なおその財貨が含む経営給付の対価値である限

りにおいて、成果を意味するものである。従 って、原価の補償分を売上高から差し引けば、経営

給付の対価として成果を有することになる12)、のである。

以上、原価、経営給付、売上高および経営成果の諸関係を勘定形式で見ると図表－7の ように

表示されるのである。
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図表一7経 営成果勘定形式

さて給付単位計算論について見ることにす る。その際、既述の費用、売上高および経営成果の

諸概念が前提 となる。そこで図表一8の 製産品別の販売の事例について見ることに したい。

生 産 品

直 接 費 用

月 次 売 上 高

総 利 益

月次間接費用

図表一8製 産品別給付単位計算形式

abcdef

253327182436

333829192843

その他

8 5 2147 ＝総 額27

＝〃14

月次利益総額13

生産品aに ついて、総利益は、月次売上高から直接費用を控除して算定されるものとなる。次

に、総利益から月次間接費用を控除するに当 り、その月次間接費用は、他のすべての生産品に共

通するので、利益の算出に当っては、個 々の生産品の総利益の総額か ら、月次間接費用総額を控

除して、月次利益総額を算出するものとなる。

次に、給付単位計算論の持つ特色について見ておこう。ニッ クリッシュは、1929年 著書 『経営

経済』第一部 「一般と基礎」において、経営経済学の研究対象は、経営 と呼ばれる経済単位の活

動である13)、とす る。この経済単位 とは、複数人間の有機的活動体 としての経営組織、つま り経営

共同体である。経営共同体は、経営の職員全体として現れるので、人間は経営内部のものとなる。

ここから、ニッ クリッシュによれば、費用概念によって、労務費は、経営給付 として内部価値 と

見られ、そこから図表一6の 費用計算の勘定Ａ形式が構成 されるものとなるのでる。 しか し原価、

売上高、経営成果および利益とい う諸概念は、本来、1912年 著書 『私経済学』の企業活動研究に

おいて形成 されたものであり、それが1932年 の経営共同体活動研究に転用されているという制約

を有しているとい うことは、注意すべきであるといってよいであろう。

Ⅸおわ りに

以上の考察において、 ドイツにおける各論者の経営学と計算制度論の関係認識および計算制度

論の内的構成とその機能について検討 した。そこでは単に経営学と計算制度論が不可分の関係に

あるのみならず、 しか も各論者の恣意的、主観的に して任意の発想によるものでな く、経済的、
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社会的、制度的に是認 されるような客観的内容を有する計算制度として特徴づけることが出来 る

ものであるといってよいであろう。

従 って、今 日では最早、カルメスが指摘 したように、計算制度の各部門を、個別に追求するの

でな く、計算制度を有機的に構想することは、計算制度論が経営経済学研究の中心領域を占める

もの として、意味あらしめるものになっているといってよいであろう。 しか しこのカテゴリーに

対 して、計算制度の各部門の一つといえども経営経済学(私 経済学)の 重要な構成要素であると

して、計算制度の個別部門史それ自体を論述 している研究が現代においても存在しているのであ

る。例えば、ボルコフ スキー(Borkowsky,R.)の1945年 著書 『貸借対照表論 とその経済 的基

礎』1)は、 ドイツ簿記と貸借対照表論の歴史的考察であ り、 ドルンの1961年 著書 『工業原価計算の

発展』2)は、 ドイツ原価計算論史の考察であ り、いずれ も単独部門史に よる制約のため、 これ らの

研究は、経営経済学の歴史 との関係では、単なる関係づけ考察に止まっているといえよう。それ

故、 これらの部門史は、計算制度論の歴史の一つとして他の部門史と相互関連づけて総合的に論

究されるなら、経営経済学史研究の中心部分を占めるものとなるといってよいであろう。以上本

論のような計算制度論の歴史的研究からも、計算制度の3部 門の有機的構成を前提とする計算制

度論考は、企業経済現象を研究対象とする経営経済学の必要条件を成 し、従 って、経営学 と不可

分の関係を構成するものである。

(注)

Iは じめに

1)青 木茂夫 「管理会計と経営学」後藤幸男他編 『経営学を学ぶ』所収、有斐閣選書、東京1971年 、274上

ページ。

2)中 村忠 『現代会計学』白桃書房、新版全訂版、東京1975年 、17ペ ー ジ。

3)山 本安次郎 『経営学本質論』森山書店、東京1961年 、第二版1965年 、307ペ ー ジ。

4)斉 藤隆夫 『会計制度の基礎』森山書店、東京1975年 、増補版1987年 、はじめに2ペ ージ。

5)斉 藤隆夫 『前掲書』は、シュマーレンバ ッハ経営経済学の単著による総合的研究書である。本小論の視点

よりすれば、シュ マーレンバ ッハの経営学と会計学の関係づけは、その背景の考察からも明確に指摘され、

また計算制度論の内的枠組の厳密な分析 も行われおり、参照 した。本小論では、そこで取 り扱われなかっ

たシュ マーレンバ ッハ1919年 論文 「原価計算論」それ自体を、 ドイツ計算制度論の史的形成の一 コマ とし

て取 り上げるものである。

Ⅱドイ ツ計 算 制 度 論

1)Weber,Wolfgang:EinfiihrungindieBetriebswirtschaftslehre,lAufl.,Wiesbaden1991.5.195.2Aufl.,

1993.((第 二 版)深 山 明 ・海 道 ノ ブチカ 監 訳 『ヴェ ー バ ー 経 営経 済 学 入 門』 中央 経 済社 、 東京1996年)。

2)Lehmann,MaxRudolf:SystematikdesRechnungswesensdesBetriebsandderUnternehmung,in

ZfHH.,Heft3.1926.5.58.Sp.1.(abgek.Rechnungswesen).

3)Moxter,Adolf:MethodologieGrundfragenderBetriebswirtscha/tslehre,KolnundOpladen1957.(池 内

信 行 ・鈴 木 英 寿 共 訳 『モック ス ター経 営 経 済 学 の基 本 問題 』森 山 書店 、東 京1969年 、所 収 、 日本 語 版 へ の序

文 － 最 近 ドイ ツ経 営 経 済 学 の方 向 に つ い て－ 、170ペ ー ジ)。

4)Wohe,Giinter:EinfiihrungindieallgemeineBetriebswirtschaftslehre,1Aufl.,1960.16uberarbeitete
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5)

6)

7)

Aufl., M ünchen 1986.S.865-1274.

 Weber:a.a.0.,S.194-221.

 Hügli,  Friedrich:Die

Schär, Johann

Buchhaltungs-Systeme und Buchhaltungs-Formen,

Friedrich  :Versuch einer wissenschaftlichen

Bern1887.

Behandelung der Buchhaltung, Basel

1890.(林 良治訳 「簿記の科学的取扱いの試案」同訳 『簿記会計学』下巻所収、新東洋出版社、東京1977

年)。

8)

9)

Nicklisch, Heinric

(und der

 h  :  Allgemeine kaufmännische Betriebslehre als

Industrie), 1 Bd., 1 Aufl.,Leipzig 1912.

Gottschalk, C.G.  :Die Grundlagen des

(a

Privatwirtsch

bgek.Privatwirtsch

Rechnungswesens und

 aftslehre).

Anwendung

 aftslehre des Ha

Fabrik—Betrieb,

ndels

Leipzig

1865.

10) Ballewski,  Alberd: Die  Calculation für Maschinenfabriken, Magdeburg  1877.2  Auf1,.1880.

Ⅲカルメス経営学と計算制度論

1) Calmes, Albert:Der Fabrikbetrieb, 1 Aufl.,1906. zweite, neubearbeitete und vermehrte Aufl., Leipzig

 1908.S.‡V-IV.

カルメス 『工業経営論』のわが国先行研究には、例えば、次の文献が挙げられる。

今野登 「カルメス 『工業経営論』について」『武蔵大学論集』第16巻 第1号 所収、1968年3月 、1-30ペ ー

ジ。

岡本人志 『経営経済学の源流』森山書店、東京1985年 、第5章 皿 カルメスの 『工業経営』、170-181ペ ー

ジ。

2)

3)

4)

5)

6)

7)

8)

9)

10)

11)

12)

13)

14)

15)

16)

17)

18)

19)

20)

21)

22)

23)

Ebd.,S.N.

Ebd.,S.3.

Ebd.,S.1.

Ebd.,5.2.

Ebd.,5.3.

Ebd.,S.5.

Ebd.,S.8.

Ebd.,S.9.

Ebd.,S.56.

Ebd.,S.57.

Ebd.,S.58.

Ebd.,S.59.

Ebd.,S.60.

Ebd.,5.61.

Ebd.,S.64.

Ebd.,S.69-70.

Ebd.,S.72-73.

Ebd.,5.76.

Ebd.,S.77.

Ebd.,S.77-78.

Schmalenbach,

Schmalenbach:

 Eugen:Literatur, Calmes,  in:ZfhF.,  2.Jg.,

Selbstkostenrechnung,  1., in:ZfhF.,

1908.S.440.

13.Jg.,1919.S.259. (abgek Selbstkostenrechnung).

((第六版)土 岐政蔵訳 『原価計算と価格政策の原理』上下、森山書店、東京1941-1942年)。

シュマーレンバッハ 「原価計算論」1919年 のわが国先行研究には、例えば、次の文献が挙げられる。

田島壮幸 『ドイツ経営学の成立』森山書店、東京1973年 、増補版1979年 、第五章シュ マーレンバッハの
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「技術論」的経営学、三 原価計算論、163－208ペ ー ジ。

岡本人志 『経営経済学の形成』森山書店、東京1977年 、第2部 私経済学からの脱皮と経営経済学、第2

章シュ マーレンバ ッハ経営経済学の2つ の問題、155－164ペ ー ジ。

中村常次郎 『経営経済学』森山書店、東京1982年 、第二編 経営経済学の展開、第二章シュ マー レン

バッハにおける 「共同経済的経済性」の基準、第四節 共同経済的経済性、242－262ペ ージ。

Ⅳシュマーレンバッハ経営学と計算制度論

1)

2)

3)

4)

5)

6)

7)

8)

9)

10)

11)

12)

13)

14)

15)

16)

17)

18)

Schmalenbach:Selbstkostenrechnung,S.258.

Ebd.,S.258.Anmerkung.

Ebd.,S.258.

Ebd.,S.348.

Ebd.,S.258.

Ebd.,S.261.

Ebd.,S.262.

Ebd.,S.263.

Ebd.,S.265.

Ebd.,S.271.

Ebd.,S.265.

Ebd.,S.266.

Ebd.,S.267.

Ebd.,S.268.

Ebd.,S.270.

Ebd.,S.272.

Ebd.,S.274.

Ebd.,S.279.

19)Nichlisch:DieBetriebswirtschaft,7Aufl.,derwirtschaftlichenBetriebslehre,1.Lieferung:Allgemeines

andGrundlagen,Stuttgart1929;2Lieferung:DieBetrieb,1930;3Lieferung:DasRechnungswesen,1932.

(abgek.Betriebswirtschaft).

20)Kosiol,Erich:BausteinederBetriebswirtschaftslehre,EineSammlungausgewahlterAbhandelungen,

AnsatzeandVortrage,1Bd.,:Methodologie,GrundlagenandOrganisation,S.1-592.2Bd.,:Allgemeine

Rechnungswesen,PagatorischesRechnungswesenandKalkulatolischesRechnungewesen,S.603-1299.

DunckerandHumblot,Berlin1973.

21)Schneider,Dieter:AllgemaineBetriebswirtschaftslehre,3Aufl.,Munchen-Wien1987.

Vレ ーヴェンシュタインの計算制度論

1)Lowenstein,Rudolf:KalkulationsgewinnundbilanzmaβigeErfolgsrechnunginihregegenseitigen

Beziehungen,Leipzig1922.

レーヴェンシュ タイン 『計 算利 益 と貸 借 対 照 表 成 果 計 算 』1922年 のわ が国 先 行 研 究 で は 、例 え ば 、次 の 文

献 が挙 げ られ る。

黒澤 清 『原 価 計 算 』 千 倉 書房 、東 京1952年 、 第2章Ⅱ 経 営 計 算 制 度 三 分 説 の 修 正 、44－48ペ ー ジ。

2)Lehmann:Rechnungswesen,S.59.Sp.1.

3)Lowenstein:a.a.0.,S.2.

4)Ebd.,S.7.

5)Ebd.,S.3.

6)Ebd.,S.4.
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7)

8)

9)

10)

11)

12)

Ebd.,S.5.

Ebd.,S.6.

Ebd.,S.7.

Ebd.,S.7-8.

Ebd.,S.8.

Lehmann:a.a.O.,S.59.Sp.1.

Ⅵレーマンの計算制度論

1)

2)

3)

4)

5)

6)

7)

8)

9)

Lehmann:DieindustrielleKalkulation,Berlin-Wien1925.S.14ff.

Lehmann:Rechnungswesen,S.59.Sp.2.

Ebd.,S.60.Sp.2.

Schilling,A.:DieLehrevomWirtschaften,Berlin1925.S.57.ff.

Lehmann:a.a.O.,S.61.Sp.1.

吉 田 和 夫 『ドイ ツ 合 理 化 運 動 論 』 ミ ネ ル ヴ ァ書 房 、 京 都1976年 、93-95ペ ー ジ 参 照 。

Nicklisch:BudgetierungundRechnungswesen,DieGliederdesRechnungswesensundihre

Terminologie,in:ZfHH.,Heft2.1929.5.50-55.(abgek.Rechnungswesen).

Geltmacher,Erwin:GrundbegriffeundsystematischerGrundriﾟdesbetrieblichenRechnungswesens,

in:ZfhF.,23.Jg.,Heft1.1929.S.1-27.

Lehmann:TheorieundOrganisationderIndustriebuchhaltung,in:ZfB.,Heft12.1929.S.890-901.u.7.J一

g.,Heft1.1930.S.37-49.

Ⅶ　ニックリッシュの計算制度論(1)

1)

2)

3)

4)

5)

6)

7)

8)

Nicklisch:Rechnungwesen,S.50.Sp.1-55.Sp.2.

Ebd.,S.53.Sp.1.

Ebd.,S.53.Sp.2.

Ebd.,S.54.Sp.1.

Ebd.,S.54.Sp.2.

Ebd.,S.55.Sp.1.

Ebd.,S.55.Sp.2.

Nicklisch:Betriebswirtschaft,S.582.

Ⅷ　統一案の計算制度論

1)Ver�fentlichtvomFachausschu,β　 f�TerminologiebeimAWV.,ObmannProf.Dr.,Nicklisch:System

undeinheitlicheTerminologiedesbetrieblichenRechnungswesens,in:ZfHH.,23.Jg.,Heft4.1930.S.97.Sp.-

1-100.Sp.1.

2)Ebd.,S.99.Sp.1..

3)Ebd.,S.99.Sp.2-100.Sp.1.

4)Nicklisch:Betriebswirtschaft,S.578.

5)Ebd.,S.582.

Ⅸ　(ニ ックリッシュ の計算制度論(2)

1)

2)

3)

4)

Nicklisch:Privatwirtschaftslehre,S.53-54.

Ebd.,S.53.

Ebd.,S.214-215.

Ebd.,S.214
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5)

6)

7)

8)

9)

10)

11)

12)

13)

Ebd.,S.219.

Ebd.,S.227.

Ebd.,S.228

Ebd.,S.229

Nicklisch:Betreibswirtschaft,S.679.

Ebd.,S.585.

Ebd.,S.516.

Ebd.,S.524.527.

Ebd.,S.6.

Xお わ りに

1)Borkowski,Rudolf:DieBilanztheorienundihrewirtschaftlichenGrundlagen,Z�ich1945.(松 尾 憲 橘

・鈴 木 義 夫 共 訳 『ドイ ツ会 計 学 説 史 』 森 山書 店 、 東 京1987年)。

2)Dorn,Gerhard:DieEntwicklungderindustriellenKostenrechnunginDeutschland,Berlinl961.(平 林

喜 博 訳 『ドイ ツ原 価 計 算 の発 展 』 同文 舘 、 東 京1967年)。
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「経 営 計 算 」 吉 田 和夫 ・大 橋 昭 一 編 著 『ドイ ツ 経 営 学 総 論 』 所 収 第10章 、 中 央 経 済 社 、 東 京1982年 。

48



「ニ ックリッシュ 私 経 済 学 の勘 定 理 論 と企 業 資 本 構 成 」松 村勝 弘編 『ア メ リカ ・ドイ ツ企 業 会 計史 研 究 』
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